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１．はじめに

　中国最高権力者の鄧小平が，保守派の牙城である北京を離れ，深圳等の

南部諸都市を歴訪しつつ，改革・開放の推進を訴えたのは1992年初頭のこ

とである。天安門事件以降不振に陥っていた中国経済は，このいわゆる「南

巡講話」を契機に，社会主義市場経済の建設に向けて邁進を始めた。それ

から30年近くの歳月が過ぎようとしている今日，国家統治機構としての共

産党一党独裁制は依然揺るぎないものの，中国の社会経済体制に根本的と

もいえる変革が生じたのは疑問の余地が無い。無論，賃金システムも，そ

の例外ではない。

　日本や欧米等の先進諸国では，賃金の水準は，市場メカニズムや企業の

利潤最大化行動によって決定付けられる。これに対して，計画経済時代

（1949～77年）の中国において，賃金は，国家の重要な決定事項であった。

実際，この時代の中国では，国有企業や集団所有制企業で働く従業員は，

悉く終身の「固定工」として雇用され，その賃金も，すべて政府によって

決められた。実際，1980年頃までは，勤続年数以外の理由による昇給は殆

ど行われなかった（山本，2000; 丸川，2002; 馬，2011，2014）。社会主義

的平等主義というイデオロギーが色濃く反映されたその硬直的な賃金シス
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テムは，労働者のやる気を大いに蝕んだ（湯，2006）。実際，「大鍋飯」的

な悪平等主義の下で，技術者や熟練者の賃金に対する不満が鬱積し，それ

が企業全体としての熟練・技能水準の劣化をもたらし，生産性の低下を引

き起こしたと指摘されている（唐，2008）。丸川（2002）や馬・岩﨑（2019，

2020）が詳しく述べている通り，改革・開放の端緒期においても，中国共

産党及び政府は，計画経済時代の統一的職務等級賃金制度を修正すべく，

個々の企業および労働者の生産性や業績を反映する様々な賃金制度改革を

実行した。だが，これらの制度変更を以てしても，昇級の強度な年功制や，

技能・業績と賃金等級との間の著しい乖離という問題は，なかなか払拭さ

れなかった。

　かかる手詰まりな状況は，しかしながら，鄧小平の南巡講話後に急拡大

した多国籍企業の中国進出によって打破された。実際，1990年代以降，外

資系企業は，合弁企業の形態で中国への直接投資を積極的に展開したが，

これら外資系合弁企業を通じて，欧米流の経営スタイルが，民間企業を中

心に，中国経営者へ伝播し，市場経済化プロセスに適応した中国流ビジネ

スモデルの構築に大きな役割を果たした。湯（2006）によると，現在の中

国企業では，「成果主義・実力主義・淘汰制型の人事はむしろ一般的であ

り，過酷な評価制度・社内競争と高給料の両立は，それらの企業に共通す

る特徴」（24頁）であるという。この通り，働き方を巡る過去およそ30年

間の中国における企業と労働者の行動変化は，驚くほどに劇的である。

　社会主義的平等主義から能力主義・成果主義への意識変革は，勤務年数

と賃金水準との関係，言い換えれば「賃金プロファイル」の形状にも著し

い変化をもたらしたに違いない。しかし，長期雇用や年功序列型賃金を特

徴とする人事労務管理システムは，永年の日本研究が明らかにしている通

り，企業の生産性や製品開発力に大きく寄与する企業特殊的知識や技能の

育成と維持を図る上で一定の経済合理性を具えるものであり，悪平等主義

だけの産物であるとは決して言えない。実際，田中（2009）の現地調査に

よると，「中国社会に根ざし，製品やサービスの高付加価値化を目指す企業
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であれば，企業とそこで働く人間との間に信頼関係が構築され，それを基

盤にした長期的な雇用関係が存在することは不可欠」（２頁）との問題意識

を持つ在中国日系企業の多くは，年功制と能力主義に折り合いをつけなが

ら，長期雇用の実践に腐心する一方，中国人ホワイトカラーも，そのかな

りの比率が，長期雇用関係を積極的に評価しているのである。従って，南

巡講話以降の体制転換期を通じて，また現在においても，年功賃金が中国

で一定の機能を果たしている可能性は大いにあり，賃金プロファイルの形

状及びその影響因子は，同国の労働市場や企業システムの理解にとって，

今も枢要な論点であるに違いはないのである。

　以上に述べた重要性にも係らず，この問題領域に対する研究者の関心は

驚くほど低い。日本においては，経営学視点から，日本的経営の中国への

移植可能性という問題意識に焦点に当てて，前述の湯（2006），唐（2008），

田中（2009）等の論考が幾つか発表されている。しかし，経済学視点から，

中国の賃金プロファイルを実証研究のテーマとして取り上げる例は，残念

ながら一切見当たらず，その形状と影響因子に関する手掛かりは，全くと

言ってよいほど得ることが出来ない。中国も同様の状況にある。この学術

的空白の解消は，中国労働研究にとって喫緊の課題であろう。

　そこで，筆者らは，この未開拓な研究分野に，既存研究のメタ分析とい

う方法を以て接近する。何故なら，賃金プロファイルを主要な研究テーマ

とはしていない中国賃金研究であっても，その多くが，勤務年数（あるい

は経験年数）及びその二次項（二乗値）を右辺に加えた以下のミンサー型

賃金関数を推定することによって，賃金プロファイルの形状及びその影響

因子に関する実証的証拠を数多提供しているからである。

�（1）

　ここで，wagei は第 i 労働者の賃金水準（多くは対数値），working year

は勤務年数（勤続年数あるいは経験年数），x は教育水準，性別，職種，業

種，勤務地，所属先企業の属性等，賃金水準に影響を与えるその他の諸要
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因， n は定数項，c，v，{は推定されるパラメータ，f は誤差項である。

　CHIPsやCHNS等の家計調査個票データを用いた中国賃金研究では標準

的な実証分析との比較において，メタ分析は，極めて長期な期間に亘って

賃金プロファイルの測定が可能である上，反証例の存在を明示的に加味し

てもなお有力説の見解は有効足り得るのか否か，更には，中国賃金研究全

体として真の効果サイズの特定に到達しているのか否かという，実証研究

上重大な問題にも真正面から取り組むことができる点でも大きな利点を有

している。そこで本稿では，既存研究が報告するパラメータ c 及び v の推

定値を可能な限り収集し，それらをメタ分析の手法で統合・比較すること

を介して，体制移行期中国における年功の賃金水準へのインパクトを，そ

の非線形的効果も含めて，多角的・包括的に解析する。なお，紙幅の都合

から，メタ分析の方法論的解説は割愛する。岩﨑（2018）やStanley and 

Doucouliagos （2012）を適宜参照されたい。

　本稿の構成は，以下の通りである。次節では，経済理論の考察や先行研

究のレビューに基づいて，移行期中国の賃金プロファイルに関する一連の

仮説を提起する。第３節では，メタ分析対象文献の探索・選択手続き及び

選定文献の概要を述べる。第４節では，抽出推定結果のメタ統合を行う。

続く第５節では，公表バイアス及び正真正銘な実証的証拠の存在を検証す

る。そして，最終第６節で，分析結果の要約と筆者らの結論を述べる。

２�．移行期中国の賃金プロファイル：理論的考察とメタ分析のため
の仮説設定

　本節では，経済理論及び中国の市場化改革や労働市場の実態の双方に基

づいて，中国の賃金プロファイルに関する６つの仮説を提起する。

　その第１は，移行期を通じた賃金プロファイルの一般的形状に関する仮

説である。上述の通り，計画経済時代に確立された統一的職務等級賃金制

度は，極めて年功序列的であった。過去およそ30年間に亘って「漸進型」
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の経済改革が堅持された中国において，計画経済時代の考え方や仕組みが，

賃金システムに一種の「制度的慣性」を与えた可能性は否定できない。ま

た，南巡講話以後の時代にあっても，年長者を高く敬う中国の社会的慣習

が払拭されてしまったわけでも，以上に述べた通り，年功賃金の経済的な

合理性が消失してしまったわけでもない。従って，移行期においても，年

功の賃金効果は，かなりの水準で維持されたと予想するのが自然であろう。

但し，特殊人的資本の累積速度や生活費増加率の時系列的逓減性故に，そ

の効果は線形ではなく，加齢とともに縮小するとも予測する。経済学分野

のメタ分析は，問題となる事象の効果を，便宜的に「経済的に意味がある

とは云い難い水準」，「低位」，「中位」及び「高位」の４段階に区分する

（Doucouliagos，2011）。計画経済時代の年功効果が高位であったとするな

ら，移行期の効果サイズは一段階低下した可能性が高い。そこで筆者らは，

移行期を通じた賃金プロファイルの一般的形状について，以下を予測する。

【仮説１】移行期中国において，勤務年数は，賃金水準に中位の正のインパ

クトを及ぼす。但し，その効果は，勤務年数上昇と共に緩やかに減衰する。

　第２の仮説は，企業所有制と年功の賃金効果との関係に触れるものであ

る。現代中国の労働市場は，国有部門と非国有部門とに分断化されている。

労働法の諸規定にも係らず，国有企業幹部や管理職の基本給は，依然とし

て政府が決定している。ここには，計画経済期に強調された平等主義的な

イデオロギーが依然色濃く残存している（Iwasaki et al.，2020;馬・岩﨑，

2020）。国有企業一般従業員の給与体系は，計画経済時代と比べれば大幅

に柔軟化したが，役員・管理職給与との整合性を維持するために，一定程

度の年功序列性が維持されている。他方で，非国有部門の賃金システムに

は，国有部門よりも，欧米流の能力主義や成果主義がより強く反映されて

いることは，本稿冒頭でも強調したところである。この結果として，国有

部門との比較において，非国有部門における賃金プロファイルの年功序列

性はかなり後退したと推測する。以上の議論を総合して，次の仮説を提起

体制移行期中国の賃金プロファイル
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する。

【仮説２】年功効果は，非国有部門よりも国有部門の賃金水準に対してより

強く作用する。

　次に提案する仮説は，戸籍，地域，ジェンダーの差異が，賃金への年功

効果に及ぼす影響に関するものである。年功賃金は，企業特殊的知識や技

能の重要性及び離職や転職による特殊人的資本への企業投資の埋没を回避

するという観点から，生産技術が高度であるか，組織的な規模が大きい企

業に従事する労働者に対して，積極的に適用される傾向が強い（Seike and 

Ma，2021）。その結果として，技術的に高度か，ないしは組織的に大規模

な企業に従事する労働者は長期に雇用される可能性が高まり，故に，実際

に観察される勤務年数と賃金水準の正の相関も強まると考えられる。移行

期の中国では，かかる高技術・大規模企業に職を得る可能性は，以下に述

べる論拠から，農村戸籍出稼ぎ労働者，農村部労働者及び女性よりも，都

市戸籍労働者，都市部労働者及び男性の方がより高いと考えられる。

　第１に，農村戸籍を有する中国市民の都市部への移住や就業には厳しい

規制が課せられており，これら農村戸籍出稼ぎ労働者（都市農民工）の都

市部での住居や職の獲得は，都市戸籍労働者と比べて極めて不利かつ不安

定である。このためMa （2018b）によると，人的資本をはじめとする他の

諸条件が一定であっても，農村戸籍出稼ぎ労働者は競争産業に，一方の都

市戸籍労働者は独占・寡占産業に就業する機会がより大きいという明白な

傾向が存在する。競争産業には中小の民間企業が集中し，独占・寡占産業

は国有大企業やハイテク企業によって担われていることは殊更強調するま

でもない。

　第２に，農村部と都市部では，企業の規模と技術水準に著しい格差が生

じている。農村部企業は，集団所有を主とし，比較的小規模で経営される

郷鎮企業やその他農村企業である。改革開放期，農村余剰労働力の受け皿

として発展してきた郷鎮企業は，都市部の大規模な国有企業とは異なり，
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資金や原材料の供給等の面で中央政府の保護を受けられず，そのため，生

産設備への大規模投資や長期的イノベーションを行うことが出来なかった

（林他，1994）。更に2000年代に入ると，農村企業は，先端情報技術や先進

国で培われた経営ノウハウを起爆剤とした経営・生産体制の急激な先進化

を経験した都市企業から更に水をあけられた（馬・岩﨑，2020）。農村部

労働者は，こうした中小後進企業での就業を余儀なくされており，雇用機

会面での都市部労働者の優位性は歴然としている。

　第３に，計画経済期の中国では，雇用，賃金，職種及び業種選択におけ

る性別格差は，極めて限定的であった（岩﨑・馬，2019; Ma，2018c，2021）。

しかし，改革開放期に入ると，市場化の進展に伴い，雇用・賃金面での女

性労働者に対する差別的待遇が次第に深刻化した（岩﨑・馬，2019）。Piore 

（1970）は，男性は基幹労働者として「高賃金・長期雇用・多い企業教育

訓練」に特徴付けられる第一次市場で働く一方，女性は補助労働者として

「低賃金・短期雇用・少ない企業教育訓練」という第二次労働市場への就業

に甘んじると述べているが，現代中国の労働市場は，技術的に高度ないし

大規模な企業への就業機会は，他の条件が一定であれば，女性よりも男性

により多く与えられるという意味で，Piore （1970）の云う労働市場分断化

仮説が正に現実のものとなっている（馬，2008，2011）。

　以上の議論に基づき，筆者らは，戸籍，地域，ジェンダーの差異と年功

の賃金効果との関係について，次の予測を立てる。

【仮説３】年功効果は，農村戸籍出稼ぎ労働者よりも都市戸籍労働者の賃金

水準に対してより強く作用する。

【仮説４】年功効果は，農村部よりも都市部の賃金水準に対してより強く作

用する。

体制移行期中国の賃金プロファイル
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【仮説５】年功効果は，女性よりも男性の賃金水準に対してより強く作用す

る。

　最後の仮説は，賃金プロファイルの時系列的形状変化に言及するもので

ある。鄧小平の南巡講話から２年後の1994年に制定された中国人民共和国

労働法は，従来の固定工制度から労働契約制度への全面的な転換を図る画

期的な制度改革であった。同法の実効性を高めるために，中国政府は，国

有企業の固定工を一旦離職させ，労働契約を締結して再就職させるという

極めて大胆な措置すら実行した。この結果，一定の制限はあるが，雇用の

決定を含む包括的な人事権を得た国有企業は，従業員を裁量的に解雇でき

るようになり，また同時に，旧来の年功序列的な賃金制度は，成果主義的

賃金・業績給に置き換えられた（丸川，2002; 馬，2014; Ma，2018a）。

　この過程で，短期契約労働者，非全日制労働者（パートタイム），派遣労

働者等から成る多様な雇用形態も一気に普及した（山下，2008）。労働法

は，2008年に労働契約制度の不備を是正すべく大幅に改正されたが，にも

かかわらず，「ホワイトカラーは１年契約が主流で，企業は契約終了時には

ほぼ無条件で雇い止めができる状況」（田中，2009，３頁）が放置された。

年功序列的な長期雇用慣行の破壊は，企業や労働者の側からも進行した。

多国籍企業の中国進出や，海外留学及び外国での勤務経験を介して，欧米

流の経営スタイルが，経営者と労働者の双方に深く受け入れられたのは確

かな事実である。実際，非国有部門において，長期雇用制度を積極的に運

営している企業を見出すのは大変難しい。即ち，中国では，国家制度とし

ても，労働者の意識という観点からも，年功序列的な賃金体系の基盤は，

市場経済化の進捗と共に，漸次掘り崩されたと見てよい。このような考察

から，次の仮説が導き出される。

【仮説６】賃金プロファイルは，移行期を通じて漸次フラット化する。

　以下では，以上に提起した一連の仮説の現実適合性を，既存研究のメタ
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分析によって実証的に検証する。

３．メタ分析対象文献の探索・選択手続き及び選定文献の概要

　本稿冒頭でも述べた通り，賃金プロファイルの形状や年功の賃金水準へ

の影響を中心にして考察した中国研究は極めて限られている一方，勤務年

数を独立変数に加えて賃金関数を推定した実証分析は数多存在する。そこ

で，我々は，中国賃金研究を可能な限り収集し，次に，これら収集文献の

中から，本稿のメタ分析に適した推定結果を抽出するという文献探索・選

択方針を採用した。具体的には，電子化学術文献情報データベースである

EconLitやWeb of Science及び有力学術出版社ウエブサイトを利用して，

1990年から2021年第１四半期までの期間に発表された文献を対象に，

ChinaとwageをキーワードとするAND検索を行い，190点弱の文献を，電子

版またはハードコピーで入手した。次に，筆者らは，これら収集文献の研

究内容を逐一精査し，勤務年数の一次項と二次項のいずれをも独立変数に

採用したミンサー型賃金関数の推定結果を報告する研究成果を絞り込み，

その結果として，この分野の先駆的研究業績であるGregory and Meng 

（1995）やMeng （1995）から，最新研究であるHu （2021）に至る，合計81

点の文献を選択した。

　81選定文献の概要は，次の通りである。出版年代別内訳は，1990年代が

７文献（全体の8.6％），2000年代が25文献（同30.9％），2010年代が42文献

（同51.9％），2020年代が７文献（同8.6％）であり，近年の中国経済研究に

おける実証分析の隆盛が，この研究分野にも明確に現れている。換言すれ

ば，本稿のメタ分析は，計量分析の手法が大いに洗練化された最近の実証

成果に多くを依るといえる。勤務年数の真の賃金効果サイズを測定する上

で，この事実は大変有利な条件であるといえよう。

　前節に提起した仮説２から仮説５までをメタ分析で検証するためには，

特定の企業部門，戸籍，地域及びジェンダーに分析対象を限定した実証結

体制移行期中国の賃金プロファイル
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果を必要とするが，選定文献は，この条件を十分満たしている。即ち，81

文献中の13点，15点，68点及び30点が，非国有部門又は国有部門，都市戸

籍労働者又は農村戸籍出稼ぎ労働者，都市部又は農村部，女性又は男性に

標本を限定した分析結果を，それぞれ報告しているのである。

　移行期を通じた賃金プロファイルの一般形状やその時系列的変化に関す

る仮説１及び６の検証にとっても，選定文献は極めて有用である。何故な

ら，これら81文献の研究対象期間は，全体として1981年から2015年までの

35年間を網羅しており，なおかつ殆ど全ての年の実証結果が提供されてい

るからである。なお，81文献中４点のみが，パネルデータを利用した研究

であるから，選定文献が報告する推定結果の圧倒的大多数は，特定年の年

功効果に関する実証結果である。この事実も，仮説６の検証には大いに好

都合である。

　筆者らは，以上に特徴付けられた81選定文献から，合計1077モデル，勤

務年数一次項と二次項を合わせて総計2154の推定結果を抽出した。１文献

当たりの平均抽出推定結果数（中央値）は，26.7（20.0）である。なお，勤

務年数と他独立変数との交差項の推定値は，一切メタ分析の対象とはしな

い。

　本稿では，従属/独立変数の単位や対数変換の有無等の違いに対応するた

め，上記2154抽出推定結果全てを，偏相関係数に変換する。偏相関係数は，

他の条件を一定とした場合の従属変数と，問題となる独立変数の相関度と

方向性を表すユニットレスな統計量であり，いま第 k 推定結果 (k=1，… 

，K) のt値と自由度を，それぞれ tk 及び dfk で表せば，次式

　　 � （2）

　によって算出される。偏相関係数rkの標準誤差 (SEk) は，

である。

　偏相関係数の評価基準としてDoucouliagos （2011）は，労働経済学研究

については，0.048，0.112，0.234を，低位，中位，高位効果各々の下限閾
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値に提案している（Table 3，p. 11）。以下，次節以降のメタ分析において

も，このDoucouliagos基準に依拠して，年功の賃金水準に及ぼす効果サイ

ズの評価を行う。

　表１には，偏相関係数に変換された抽出推定結果の記述統計量が，図１

には，カーネル密度推定が，勤務年数一次項と二次項の別に示されている。

またいずれも，第２節で提起した６つの仮説に対応すべく，全研究に加え

て，研究対象企業部門，戸籍，地域，ジェンダー及び期間で抽出推定結果

を区分したケースが併せて報告されている。賃金プロファイルの形状を問

題とする仮説１及び６の検証に際しては，勤務年数一次項及び二次項の双

方について，年功の賃金効果に注目する仮説２から５の検証には，一次項

に対して特別の注意を払いながら分析を進める。

４．メタ統合

　表２には，全研究の抽出推定結果のメタ統合結果が示されている。ここ

では，伝統的なメタ統合法である固定効果モデルや変量効果モデルと共に，

Stanley and Doucouliagos （2017）及びStanley et al. （2017）が提唱する無

制限加重最小二乗平均法（unrestricted weighted least squares average: 

UWA）及び検定力が0.8を超える推定結果を対象としたUWA統合，即ち，

「適切な検定力を持つ推定結果の加重平均法」（weighted average of the 

adequately powered: WAAP）による統合も行った。伝統的メタ統合の結果

については，均質性の Q 検定が全てのケースで帰無仮説を有意水準１％で

棄却し，なおかつ，I２統計量とH２統計量も研究間異質性の存在を強く示唆

しているから，変量効果モデルの推定値を参照値に採用する。一方，UWA

新統合法においては，勤務年数一次項と二次項の双方について，検定力0.8

以上の抽出推定結果が相当数確保されているため，全抽出推定結果のUWA

統合値よりも信頼性がより高いとされるWAAP統合値を，新統合法の参照

値として用いる。Stanley et al. （2017）は，WAAP統合値は，伝統的な変

体制移行期中国の賃金プロファイル
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表
１
　
抽
出
推
定
結
果
の
記
述
統
計
量

研
究

タ
イ

プ
抽

出
推

定
結

果
数

(K
)

勤
務

年
数

一
次

項
勤

務
年

数
二

次
項

平
均

値
中

央
値

標
準

偏
差

最
大

値
最

小
値

平
均

値
中

央
値

標
準

偏
差

最
大

値
最

小
値

全
研

究
（

仮
説

１
）

10
77

0.
10

8
0.

09
6

0.
08

6
0.

58
0

-0
.1

25
-0

.0
84

-0
.0

70
0.

09
3

0.
19

0
-0

.7
08

研
究

対
象

企
業

部
門

（
仮

説
２

）
非

国
有

部
門

87
0.

13
5

0.
11

6
0.

10
9

0.
38

2
-0

.1
25

-0
.0

88
-0

.0
71

0.
11

4
0.

19
0

-0
.6

26
国

有
部

門
33

0.
14

8
0.

14
6

0.
09

4
0.

39
9

0.
00

4
-0

.0
79

-0
.0

84
0.

06
0

0.
02

2
-0

.2
21
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業
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門
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特

定
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7
0.

10
4

0.
09

4
0.

08
3

0.
58

0
-0

.1
08

-0
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84
-0
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0.
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2
0.
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7

-0
.7
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研

究
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戸

籍
（

仮
説

３
）

都
市

戸
籍
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働

者
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0.
10

4
0.

10
2

0.
06

3
0.

29
1

-0
.0

16
-0

.1
01

-0
.0

79
0.

08
6

0.
02

4
-0

.3
66
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村

戸
籍

出
稼

ぎ
労

働
者
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1

0.
09

2
0.

09
3
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06

9
0.

45
3

-0
.0

57
-0

.0
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-0
.0
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0.

09
7
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03

8
-0

.5
48

戸
籍
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特

定
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9
0.

11
1
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09
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0
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1
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0.
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0
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0.
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0.
09

1
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6
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５
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女
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07
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0.
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9

0.
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8
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0.
12

3
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0
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8
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代
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4

0.
07
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0.

07
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05
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0.
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1
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7
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。
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量効果モデルの推定値よりも，公表バイアスの影響がより軽微であるとい

う意味で，後者を代替するものであると指摘している。そこで，以下では，

WAAP統合値を基準に，統合効果サイズの評価・比較を行う。

　さて，表２によると，勤務年数一次項のWAAP統合効果サイズは0.120で

図１　抽出推定結果のカーネル密度推定
(a)全研究：勤務年数一次項(仮説１) (b)全研究：勤務年数二次項(仮説１)

(c)研究対象企業部門：勤務年数一次項(仮説２) (d)研究対象企業部門：勤務年数二次項(仮説２)

(e)研究対象戸籍：勤務年数一次項(仮説３) (f)研究対象戸籍：勤務年数二次項(仮説３)

都市戸籍労
働者

農村戸籍出
稼ぎ労働者

非国有部門 国有部門 企業部門非特定

都市戸籍労
働者

農村戸籍出
稼ぎ労働者

戸籍非特定

非国有部門 国有部門 企業部門非特定

戸籍非特定

非国有部門 国有部門 企業部門非特定

体制移行期中国の賃金プロファイル
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ある。即ち，先述したDoucouliagos 基準によると，勤務年数は，賃金水準

に中位に正のインパクトをもたらす。他方，勤務年数二次項のWAAP統合

値は-0.090であり，Doucouliagos 基準では低位の効果サイズに相当する。

注）縦軸は推定密度，横軸は変数値。
出所）筆者作成。推定対象データの観測数及び記述統計量は，表１を参照。

(g)研究対象地域：勤務年数一次項(仮説４) (h)研究対象地域：勤務年数二次項(仮説４)

(i)研究対象ジェンダー：勤務年数一次項(仮説５) (j)研究対象ジェンダー：勤務年数二次項(仮説５)

(k)研究対象期間：勤務年数一次項(仮説６) (l)研究対象期間：勤務年数二次項(仮説６)

都市部 農村部 地域非特定

女性 男性 性別非特定

1990年代
1990年
以前

都市部 農村部 地域非特定

女性 男性 性別非特定

1990年
以前

1990年代 2000年代 2010年代2000年代 2010年代

1990年
以前

1990年代 2000年代 2010年代
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表
２
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究
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つまり，表２のメタ統合結果は，移行期中国においては，なかなかに強度

な年功序列的賃金プロファイルが存在し，なおかつ加齢に伴う賃金上昇率

の抑制度は，比較的緩やかであることを示唆している。仮説１の予想を強

く裏付ける分析結果である。

　仮説２から５の検証を行うため，同様のメタ統合を，研究対象企業部門，

戸籍，地域，ジェンダー及び期間の別にも行った。比較標本カテゴリー別

のWAAP統合値が，全研究のそれと共に，図２に示されている。同図の通

り，国有部門，都市戸籍労働者，都市部及び男性の勤務年数一次項統合効

果サイズは，非国有部門，農村出稼ぎ労働者，農村部及び女性のそれを上

回っており，前者４カテゴリーの賃金水準に対する年功の相対的な影響度

の強さが実証されている。同時に，国有部門，都市戸籍労働者及び都市部

の二次項統合効果サイズは，それぞれの比較対象カテゴリーよりも，その

絶対値が大きいという意味で，賃金プロファイルの湾曲度はより強いこと

も分かる。

　仮説６を検証する研究対象期間別分析結果は，1990年以前よりも1990年

代の方が，また1990年代よりも2000年代以降の方が，勤務年数一次項・二

次項双方の統合効果サイズがより小さいという意味で，賃金プロファイル

の時系列的フラット化傾向をはっきりと示している。なお，1990年以前の

効果サイズが，一次項は高位の水準に，二次項は中位の水準にあるという

統合結果は，計画経済時代からの制度的慣性を反映して，改革・開放初期

の賃金体系は，極めて強度に年功序列的であったことを含意しており，大

変興味深い。他方，2000年代と2010年代では，一次項・二次項の違いに係

らず，統合効果サイズに殆ど差は見られず，賃金プロファイルの形状は，

過去十数年の間は，比較的安定的に保たれた可能性が指摘される。

　図３は，研究対象期間を粗く４つに区分したメタ統合分析の接近法に問

題が無いのか否かを点検するために，推定期間平均年を基準に，抽出推定

結果をより細分化し，効果サイズの時系列的変動を検証したものである。

同図に描かれた近似線の勾配は，勤務年数一次項・二次項いずれのケース



305体制移行期中国の賃金プロファイル

図
２
�メ
タ
統
合
結
果
の
図
解
的
比
較

注
：

W
A

A
P統

合
値

。
非

国
有

部
門

勤
務

年
数

二
次

項
を

除
く

全
て

の
統

合
値

が
，

1％
水

準
で

統
計

的
に

有
意

。
出

所
：

筆
者

推
定

。
注

：
W

A
A

P統
合

値
。

非
国

有
部

門
勤

務
年

数
二

次
項

を
除

く
全

て
の

統
合

値
が

，
1
％

水
準

で
統

計
的

に
有

意
。

出
所

)
筆
者

推
定

。

図
２

 メ
タ

統
合

結
果

の
図

解
的

比
較

年
代

年
代

年
代

年
以
前

研
究
対
象
期
間

仮
説
６

性
別
非
特
定

男
性

女
性

研
究
対
象
ジ
ェ
ン
ダ
ー

仮
説
５

地
域
非
特
定

農
村
部

都
市
部

研
究
対
象
地
域

仮
説
４

戸
籍
非
特
定

農
村
戸
籍
出
稼
ぎ
労
働
者

都
市

戸
籍
労
働
者

研
究
対
象
戸
籍

仮
説
３

企
業

部
門
非
特
定

国
有
部
門

非
国
有
部
門

研
究
対
象
企
業
部
門

仮
説
２

全
研

究
仮
説
１

非
有
意

勤
務
年
数
一
次
項

勤
務
年
数
二
次
項

二
次

項
一

次
項



306

についても，１％水準で統計的に有意であり，なおかつ推定期間平均年が

１年現代へ進む毎にゼロに接近する。つまり，図３（a）の近似線は，年功

の賃金引上げ効果が，移行期を通じて漸次低下していることを，他方，同

図（b）の近似線は，勤務年数の加算に伴う賃金上昇抑制幅が次第に縮小し

ていることを，それぞれ含意しており，図２のメタ統合結果と一致して，

市場経済化に伴う賃金プロファイルのフラット化傾向を予測する仮説６を

強く支持しているといえる。

５．公表バイアスの検証

　前節の通り，メタ統合分析は，全６仮説に対して，筆者らの予測と矛盾

のない結果を示した。しかし，公表バイアスの影響故に，既存研究の中に，

図３　抽出推定結果の推定期間平均年順配列：全研究
(a)勤務年数一次項

推
定

値
(r

)

推定期間平均年(yr )

r = 6.1649*** - 0.0030***yr
(0.6321) (0.0031)

Adj. R2=0.0778  F =91.81***
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勤務年数の効果サイズに関する正真正銘の実証的証拠が含まれていなけれ

ば，メタ統合結果の信頼性は確たるものとならない。そこで，本節では，

公表バイアスの有無及び公表バイアスが存在する場合のその影響度，並び

に真の効果の有無を検証する。以下では，公表バイアスの視角的判定に用

い る「 漏 斗 プ ロ ッ ト 」（funnel plot） の 使 用 に 加 え て，Stanley and 

Doucouliagos （2012）が提唱し，先行メタ研究においても広く利用されて

いる漏斗非対称性検定（funnel-asymmetry test: FAT），精度＝効果検定

（precision-effect test: PET）， 標 準 偏 差 を 用 い た 精 度=効 果 推 定 法

（precision-effect estimate with standard error: PEESE）という３種類の仮

説検定法を組み合わせた公表バイアスのFAT-PET-PEESE検証手続きを実

行する。

　図４は，全抽出推定結果を用いて描いた漏斗プロットである。同図（a）

(b)勤務年数二次項
推

定
値

(r
)

推定期間平均年(yr )

r = -3.6107*** + 0.0017***yr
(0.7029) (0.0003)

Adj. R2=0.0220  F =25.17***

体制移行期中国の賃金プロファイル
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は，勤務年数一次項の偏相関係数は，正方向に強く偏って分布しているこ

とを，一方の同図（b）は，二次項の偏相関係数の圧倒的大多数が，負に分

布していることを，それぞれ示している。従って，真の効果がゼロである

のか，それとも，メタ統合結果に従い正の値を取るのかという想定に応じ

て，公表バイアス発生可能性と程度の評価が大きく分かれる。そこで，最

終判定は，方法論的により厳密なFAT-PET-PEESE検証手続きに委ねるこ

ととする。

　全抽出推定結果を用いたその結果は，表３の通りである。同表（a）によ

れば，FAT検定は，切片（c0）がゼロであるという帰無仮説を，勤務年数

一次項の場合は５モデル中３モデルが，二次項の場合は５モデル中４モデ

ルが，それぞれ棄却しない。即ち，抽出推定結果に漏斗対称性が存在する

可能性は高く，従って，この研究領域における公表バイアスの恐れは低い

図４　抽出推定結果の漏斗プロット：全研究

(a)勤務年数一次項

1
/
標
準
誤
差

偏相関係数(r )
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と判定される。但し，公表バイアスが惹起していなくても，勤務年数の効

果サイズに関する正真正銘の証拠が存在しない可能性は否定できない。こ

れを検証するのがPET検定であるが，表３（a）の通り，同検定は，標準誤

差の逆数（1/SE）の係数（c1）がゼロであるという帰無仮説を，勤務年数

一次項・二次項のいずれについても，全５モデルで棄却している。従って，

真の値に関する実証的証拠は，抽出推定結果の中に確かに存在するといえ

る。そこで，真の値を近似する公表バイアス修正効果サイズを生成する

PEESE法の推定結果に目を向ける。すると，表３（b）の通り，勤務年数

一次項・二次項の差を問わず，全てのモデルにおいて，１/SEの係数（c1）

は，統計的に有意にゼロとは異なる。即ち，勤務年数一次項の真の効果サ

イズは，偏相関係数で0.1229から0.1331の範囲にあり，他方，二次項につ

いては，-0.0916から-0.0867の範囲にその真の値が存在するのである。

注：図中の実線は，表２に報告した全研究のWAAP統合値である。
出所：筆者作成。

(b)勤務年数二次項
1
/
標
準
誤
差

偏相関係数(r )
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Doucouliagos基準に従うと，以上に述べた表３の分析結果は，移行期を通

じた中国の偏相関係数で測定された勤務年数一次項及び二次項の効果サイ

ズは，各々中位に正及び低位に負であることを実証している。つまり，公

表バイアス検証結果は，メタ統合結果と共に，仮説１を強く支持している

と判断される。

　上述のFAT-PET-PEESE検証手続きを，研究対象企業部門，戸籍，地域，

ジェンダー及び推定期間の別にも実行してみた。その結果が，全研究のそ

れと共に，表４に要約されている。同表の通り，勤務年数一次項の抽出推

定結果を対象としたFAT検定は，全16ケース中５ケースで公表バイアスを

検出した。しかし，PET検定は，当該５ケースを含めた全ての場合につい

て，正真正銘な実証的証拠の存在を示唆し，更に，PEESE法は，全ケース

で，統計的に有意にゼロではない公表バイアス修正効果サイズを生成した。

他方，二次項のFAT検定は，16ケース中３ケースで公表バイアスを検出し，

PET検定は，これら３ケースを含む14ケースで帰無仮説を棄却し，PEESE

法は，当該全14ケースについて，非ゼロな公表バイアス修正効果サイズを

生成した。これら真の値の近似値は，国有部門，都市戸籍労働者，都市部

及び男性の賃金水準に及ぼす年功の影響度は，非国有部門，農村戸籍出稼

ぎ労働者，農村部及び女性との対比において，より強い可能性を示唆する

ものであり，従って，仮説２から５を裏付ける分析結果と見なすことがで

きる。

　更にPEESE法は，賃金プロファイルの時系列的フラット化に関する仮説

６についても，これを積極的に支持する推定値を生成している。即ち，勤

務年数一次項の公表バイアス修正効果サイズによれば，1990年以前は高位

の水準にすらあった年功の賃金効果は，1990年に至って，低位の水準にま

で低落し，更に，二次項の真の効果の近似値は，賃金プロファイルの勾配

も，同期間を通じて大幅に解消した可能性を示唆している。これほどまで

のダイナミックな変化は，中国の市場経済化が，賃金システムに劇的な変

化をもたらしていることの証左であり，注目に値する分析結果であると云

体制移行期中国の賃金プロファイル
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えよう。

６．おわりに

　本稿において筆者らは，移行期中国における賃金プロファイルの形状及

びその時系列的変化，並びに企業部門，戸籍，地域及びジェンダーの差異

が，年功の賃金効果に及ぼす影響を明らかにすべく，先行研究81点が報告

する1077ミンサー型賃金関数モデル計2154推定結果を対象とするメタ分

析を試みた。第４節で行った全抽出推定結果のメタ統合は，勤務年数一次

項の統合効果サイズは中位に正である一方，二次項のそれは低位に負であ

ることを明らかにすることにより，仮説１を支持した。また，年功効果は，

非国有部門，農村戸籍出稼ぎ労働者，農村部，女性よりも，国有部門，都

市戸籍労働者，都市部，男性に対してより強い賃金効果を発揮すると予想

する仮説２から仮説５も，比較標本カテゴリー別のメタ統合から整合的な

分析結果を得た。同時に勤務年数二次項のメタ統合結果より，国有部門，

都市戸籍労働者及び都市部の賃金プロファイルは，比較対象カテゴリーよ

りも，湾曲度がより大きいことも併せて確認された。更に，勤務年数一次

項・二次項共に，その絶対値が時系列的に縮小する傾向にあることを示唆

する分析結果は，移行期を通じて賃金プロファイルがフラット化するとい

う仮説６を強く支持した。続く第５節の公表バイアス検証結果は，農村部

及び2010年代の勤務年数二次項を除く全てのケースで，公表バイアス修正

効果サイズの生成に成功したが，これら真の値の推定値も，上述のメタ統

合結果を強く裏付けるものであった。

　メタ統合分析及び公表バイアス検証のいずれにおいても，その可能性の

高さが繰り返し実証された賃金プロファイルの時系列的フラット化現象

は，本稿の分析結果の中でも特筆すべきものがある。何故なら，この事実

発見は，中国の教育収益率が，移行期を通じて時系列的に上昇傾向にある

ことを突き止めた馬・岩﨑（2021）のメタ分析結果とは好対照をなすもの

体制移行期中国の賃金プロファイル



314

であるという意味で，極めて示唆に富んでいるからに他ならない。これら

二つの事象の共存を矛盾なく説明するひとつの可能な解釈は，中国におけ

る市場経済化の深化に伴って，労働者の一般的専門知識や技能の経済的価

値が高まる一方，生産活動における企業特殊的知識や技能を重視する役割

が後退しているというものである。但し，この説は，現在中国が経験して

いる産業技術の高度化・細分化や経営組織の大規模化・複雑化は，企業特

殊的知識や技能の価値を高める方向に作用するという比較制度分析学派や

人事経済学者の主張とは矛盾する（小野，1989; 浅沼，1997; 小池，2005）。

　他の有り得る解釈は，計画経済から市場経済への体制転換が，雇用関係

の有り方に関する労使双方の社会的通念や思考様式に激変をもたらし，内

部労働市場の影響力が低下するとともに，外部労働市場が発展してきた結

果，長期雇用関係の維持が困難化しつつあるというものである。労働市場

が流動化されることによって，組織的忠誠心の減退や求職・転職コストの

低下は，企業にとっては従業員を引き止めておくことへの関心の低下に，

労働者にとっては特定の企業に留まる必要の解消に繋がる（Milgrom and 

Roberts，1992）。国有部門，非国有部門のいずれにおいても，能力主義・

成果主義の浸透や経済のデジタル化が目覚ましく進む中国で，このような

社会的・経済的変容が進行している可能性はある。ただし，仮に中国でこ

のような変化が実際に生じているとしても，本稿が見出したほどの変化を，

賃金プロファイルにもたらしているのか否かは不明である。また，もしか

すれば，賃金プロファイルのフラット化と教育収益率の上昇は，互いに大

きく異なる原因に突き動かされている可能性も排除は出来ない。いずれに

しても，勤務経験と教育投資の賃金効果に生起した共変動を正しく理解す

ることは，現代中国の労働市場や企業システムの把握にとって，極めて枢

要な研究課題である。更なる調査と分析が求められる。
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《Abstract》
　In this paper, we perform a meta-analysis of 2,154 estimates extracted 
from 1,077 Mincer-type wage function models reported in 81 previous 
studies to examine the shape of the wage profile in China and identify its 
determinants during the transition period of 1981－2015. The results show 
that the wage effect of seniority, as measured by the partial correlation 
coefficient, is moderately positive throughout the transition period. 
However, as market-oriented reform progresses, the wage effect of 
seniority diminishes, and as a consequence, the wage profile tends to 
flatten out. The results also suggest that the shape of the wage profile may 
differ by corporate sector, urban or rural hukou, region, and gender. We 
confirm that the collected estimates contain genuine empirical evidence and 
conclude that seniority wage profiles and their flattening trend over time 
most probably existed in China during this period.


